
平成３１年度一般会計予算について

１ 基本方針

平成３１年度の当初予算については、福祉分野では、待機児童の解消に向けた民間保育

所の整備や放課後児童対策に取り組むほか、「長寿あんしんグランドデザイン」に基づく地

域密着型サービス拠点等を誘致するための経費を計上するとともに、まちづくりの分野で

は、引き続き将来を見据えた積極的な投資を行うほか、2020 年東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会に向けた整備や東武鉄道株式会社が建設中の駅ビルに関連するエレベー

ター及びエスカレーターの設置を支援するための経費を計上し、予算総額は前年度から大

きく増加している。

予算編成にあたっては、「選択と集中」の考え方のもと、限りある経営資源を必要性・重

要性の高い施策に配分するとともに、事業に合わせた基金の活用や市債の発行などにより、

所要の財源を確保した。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ２６１億１，２００万円

（対前年度比 ４億４，６００万円、１．７％の増）

⑴ 市税の状況

市税合計額 １４９億８，５２４万８千円

（対前年度比 ４億３，２１７万７千円、３．０％の増）

【主要税目の状況】

・個人市民税 ２億８４９万円増加(対前年度比 ３．２％の増)

・法人市民税 １，６７１万円増加(対前年度比 ３．６％の増)

・固定資産税 ２億６７２万円増加(対前年度比 ３．５％の増)

※ 固定資産税は、国有資産等所在市町村交付金を含まない純固定資産税の比較

⑵ 市債の状況

市債合計 ９億４，５２０万円

（対前年度比 ４億５，８００万円、３２．６％の減）
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・庁舎受変電設備整備事業債 ９４０万円

・市民文化センター施設修繕事業債 １，３８０万円

・コミュニティ新施設用地取得事業債 １億４，０８０万円

・広沢学童クラブ整備事業債 ７，４２０万円

・市道舗装補修事業債 ４，１８０万円

・市道道路改良事業債 ５，７５０万円

・芝宮橋整備事業債 ４，９４０万円

・谷戸橋耐震補強事業債 ４，０５０万円

・芝屋橋修繕事業債 １，３３０万円

・白子三丁目中央土地区画整理組合活動支援事業債 １億７，２９０万円

・アーバンアクア公園整備事業債 １，６００万円

・越後山土地区画整理組合活動支援事業債 ２億８，４４０万円

・防災倉庫整備事業債 １，５４０万円

・白子小学校トイレ改修事業債 ６８０万円

・新倉小学校トイレ改修事業債 ９００万円

平成３１年度末における一般会計地方債現在高の見込額

１６３億３，１８７万６千円(３０年度から８億９，４１２万１千円の減)

⑶ 基金の積立及び取崩状況

基金繰入金の合計 ７億６，３１２万６千円

（対前年度比 ３億６７９万６千円、６７．２％の増）

（単位：千円）

積　立　額 取　崩　額

財 政 調 整 基 金

(目標値：標準財政規模の10％)

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金

(学校教育施設の整備に充てる基金)

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金

(公共用地取得事業に充てる基金)

公 共 施 設 整 備 基 金
(学校教育施設以外の公共施設整備に充てる基金)

都 市 基 盤 整 備 基 金

(都市基盤整備事業に充てる基金)

ま ち づ く り 基 金 34,441 9 14,845 19,605

合 計 1,914,200 590 763,126 1,151,664

118,390 36 84,000 34,426

270,093 81 231,898 38,276

105,641 32 0 105,673

13,579 5 0 13,584

平 成 31 年 度
基　 　金　 　名

平成30年度末
現在高見込額

平成31年度末
現在高見込額

1,372,056 427 432,383 940,100
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地方消費税交付金のうち消費税率引き上げ分の社会保障施策への対応

地方消費税交付金 １２億９，４００万円

うち消費税率引き上げ分 ５億４，６００万円

社会保障施策に要する経費 ９６億５，７２２万円

【社会保障施策への対応】

・障害者福祉費 ９，７１９万円

・老人福祉措置費 ８７３万円

・保育園費 ２億８，６６５万円

・学童クラブ費 ２，２９３万円

・生活保護費 １億１，０８４万円

・予防費 １，９６６万円

都市計画税の使途予定について

（単位：千円）

財 源 内 訳

事 業 名 事 業 費 一 般 財 源

都市計 画税 そ の 他

0 0 0 0

特 定 財 源

50,200 42,640 6,424 1,136

367,555 0 312,312 55,243

42,640 318,736 56,379

1,049,718 503,399 464,208 82,111

街 路 整 備

公 園 整 備

下 水 道 整備

都市計画事業　計

区 画 整 理 事 業

焼 却 場 整備 0 0 00

※都市計画税は、各事業費から特定財源を控除した一般財源の比率に応じて按分し、充当して
います。

合 計

地 方 債 償 還 380,547 0 323,351 57,196

1,848,020 546,039 1,106,295 195,686

417,755
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（単位：千円）

31年度
予算額

30年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 14,985,248 14,553,071 432,177 3.0

2 99,000 108,000 △ 9,000 △ 8.3

3 16,000 15,000 1,000 6.7

4 60,000 33,000 27,000 81.8

5 67,000 20,000 47,000 235.0

6 1,294,000 1,282,000 12,000 0.9

7 1,368 1,398 △ 30 △ 2.1

8 18,000 43,000 △ 25,000 △ 58.1

9 7,300 0 7,300 皆増

10 400 33,400 △ 33,000 △ 98.8

11 84,000 66,000 18,000 27.3

12 10,000 10,000 0 0.0

13 7,000 8,000 △ 1,000 △ 12.5

14 749,515 676,528 72,987 10.8

15 292,217 277,812 14,405 5.2

16 4,154,276 4,294,620 △ 140,344 △ 3.3

17 1,727,306 1,646,566 80,740 4.9

18 10,999 11,843 △ 844 △ 7.1

19 1 1 0 0.0

20 763,127 456,331 306,796 67.2

21 500,000 500,000 0 0.0

22 320,043 226,230 93,813 41.5

23 945,200 1,403,200 △ 458,000 △ 32.6

26,112,000 25,666,000 446,000 1.7

平成３１年度一般会計歳入予算概要

歳　入　科　目

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

環境性能割交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金等

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

歳　入　合　計
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（単位：千円）

31年度
予算額

30年度
予算額

増減額
増減率
(％)

1 220,167 222,619 △ 2,452 △ 1.1

2 3,266,547 3,489,886 △ 223,339 △ 6.4

3 12,686,960 12,226,405 460,555 3.8

4 1,627,338 1,494,278 133,060 8.9

5 63,143 61,173 1,970 3.2

6 52,060 50,820 1,240 2.4

7 71,479 74,854 △ 3,375 △ 4.5

8 3,058,730 3,302,305 △ 243,575 △ 7.4

9 942,569 934,169 8,400 0.9

10 2,131,718 2,070,966 60,752 2.9

11 1,965,812 1,713,069 252,743 14.8

12 477 456 21 4.6

13 25,000 25,000 0 0.0

26,112,000 25,666,000 446,000 1.7

平成３１年度一般会計歳出予算概要

歳　出　科　目

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

諸支出金

予備費

歳　出　合　計
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平成３１年度国民健康保険特別会計予算について

１ 基本方針

平成３１年度は、地域包括ケアシステムの推進を踏まえた保健事業の実施による健康

寿命の延伸、被保険者の QOL の向上及び医療費適正化を中心とした被保険者負担の軽減

を基本理念として、「和光市国民健康保険事業計画」に基づき、引続き安定的な財政運

営を図っていく。

当市の被保険者数については、社会保険加入や後期高齢者医療制度への移行により

年々減少傾向にある。それに伴い、税収の減少が見込まれる中、国民健康保険事業費納

付金は、昨年度と比較し、ほぼ同規模となっており、引き続き財政運営は厳しいものと

なっている。

平成３１年度についても、積極的な保健事業の推進により医療費を抑制し、今後の納

付金の低減につなげることを目的に、次の視点を考慮した予算編成を行った。

保健事業の推進

脳梗塞の再発を予防する取組、特定健診や特定保健指導の実施率・改善率の向

上、生活習慣病重症化予防対策事業による人工透析移行の防止、健康マイレージ、

健康サポート訪問事業等の実施により、被保険者の健康の保持・増進と医療費の

適正化を図る。

自主財源の確保

口座振替の加入促進、納税サポートセンターによる初期滞納への早期着手等によ

り、収納率の向上を図る。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ６３億７，１０６万９千円

（対前年度比 ７億４，２４６万６千円、 １０．４％減）
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Ⅰ 被保険者数の状況

項 目 説 明

１ 世帯数

２ 被保険者数

平成 29 年度平均 10,460 世帯

平成 30 年度平均見込 10,270 世帯

平成 31 年度平均見込 10,105 世帯

（対前年増減 △1.61％）

平成 29 年度平均 15,782 人

平成 30 年度平均見込 15,275 人

平成 31 年度平均見込 14,902 人

（対前年増減 △2.44％）

一般被保険者

平成 29 年度平均 15,643 人

平成 30 年度平均見込 15,217 人

平成 31 年度平均見込 14,890 人

（対前年増減 △2.15％）

退職被保険者

平成 29 年度平均 139 人

平成 30 年度平均見込 58 人

平成 31 年度平均見込 12 人

（対前年増減 △79.31％）
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Ⅱ 歳入

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 国民健康保険税 1,501,777 現年課税分 1,392,250 千円

（対前年増減 △3.05％）

ア 一般分 1,391,706 千円

調定額 1,516,022 千円

収納率 91.8％

イ 退職分 544 千円

調定額 572 千円

収納率 95.3％

滞納繰越分 109,527 千円

（対前年増減 △11.30％）

ア 一般分 108,289 千円

イ 退職分 1,238 千円

２ 一部負担金 2

３ 使用料及び手数料 2

４ 国庫支出金 1 災害臨時特例補助金

５ 県支出金 4,173,967 保険給付費等交付金

ア 普通交付金 4,116,841 千円

イ 特別交付金 57,126 千円

６ 財産収入 1 預金利子

７ 繰入金 620,303 一般会計繰入金 521,843 千円

ア 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

120,000 千円

イ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

90,000 千円

ウ 事務費繰入金 37,943 千円

エ 出産育児一時金繰入金 23,800 千円

オ 財政安定化支援事業繰入金 100 千円

カ その他繰入金 250,000 千円

基金繰入金 98,460 千円

財政調整基金繰入金
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８ 繰越金 40,000

９ 諸収入 35,016

歳入合計 6,371,069
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Ⅲ 歳出

科 目 予算額（千円） 説 明

１ 総務費 39,131

２ 保険給付費 4,157,214 一般被保険者分 4,061,848 千円

（対前年増減 △3.54％）

参考・主な内容

ア 療養給付費 3,514,164 千円

イ 療養費 59,244 千円

ウ 高額療養費 487,680 千円

退職被保険者分 45,831 千円

（対前年（9月補正予算後）増減 △35.28％）

参考・主な内容

ア 療養給付費 36,120 千円

イ 療養費 336 千円

ウ 高額療養費 9,240 千円

審査支払手数料 9,817 千円

出産育児一時金 35,700 千円

（42 万円×85 件）

葬祭費 4,000 千円

（5万円×80 件）

３ 国民健康保険

事業費納付金

2,020,479 一般被保険者分 2,018,776 千円

退職被保険者分 1,703 千円

４ 共同事業拠出金 1 退職者医療共同事業拠出金

５ 保健事業費 103,889 保健衛生普及活動 16,199 千円

参考・主な内容

ア 生活習慣病重症化予防対策事業

4,905 千円

イ 健康マイレージ事業 1,575 千円

ウ ジェネリック医薬品差額通知作成等業務

880 千円

特定健康診査・特定保健指導 87,690 千円

参考・主な内容

ア 特定健康診査等委託料 69,230 千円

イ 特定保健指導委託料 1,599 千円
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６ 基金積立金 1 財政調整基金運用利子分

７ 諸支出金 10,354

８ 予備費 40,000

歳出合計 6,371,069
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平成３１年度後期高齢者医療特別会計予算について

１ 基本方針

後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方及び６５歳以上７５歳未満で一定の障害がある

方（本人の申請に基づき、保険者の認定を受けた方）を対象とする医療保険制度で、平成

２０年４月から埼玉県後期高齢者医療広域連合が保険者となり、事務及び財政運営の共同

処理、広域にわたる計画の策定、構成市町村の連絡調整が行われている。埼玉県後期高齢

者医療広域連合によると、埼玉県における平成３０年度の被保険者数は８５万９千人であ

り、被保険者の健康増進と医療費適正化の一層の推進による本制度の持続可能性の確保が

求められている。

平成３１年度和光市後期高齢者医療特別会計予算については、広域連合が推計した市負

担金算定に用いる諸係数及び当市における７５歳以上の被保険者数に基づき予算を編成し

ている。

主な歳入については、保険者である埼玉県後期高齢者医療広域連合が被保険者数から算

出した各構成市町村の保険料賦課見込額に予定収納率を乗じて得た保険料と高齢者の医療

の確保に関する法律第９９条に基づく、低所得者に対する保険料の軽減措置による減収相

当額を補完するための財源を一般会計からの繰り入れにより「保険基盤安定繰入金」とし

て計上している。

一方歳出については、歳入に連動する形で、後期高齢者医療保険料負担金及び保険基盤

安定負担金のほか、被保険者の資格喪失による保険料還付金等を計上している。

算出の基礎となった当市の被保険者数は７，１６６人で、前年度に比べて４２５人増加

しており、これに伴い予算額も２，５２５万円、３．５％の増となっている。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ７億４，２０１万４千円

（対前年度比 ２，５２５万円、３．５％の増）
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歳 入 （単位：千円）

歳 出 （単位：千円）

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療保険料 648,669

特別徴収保険料 322,078
現年度分普通徴収保険料 322,492
過年度分普通徴収保険料 4,099

項１ 後期高齢者医療保険料 648,669
目１ 後期高齢者医療保険料 648,669

款２ 繰入金 91,740
項１ 一般会計繰入金 91,740

目１ 保険基盤安定繰入金 91,740

款３ 繰越金 1
項１ 繰越金 1

目１ 繰越金 1
款４ 諸収入 1,604

項１ 延滞金、加算金及び過料 301
目１ 延滞金

目２ 過料

300
1

項２ 償還金及び還付加算金 1,300

目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

1,200
100

項３ 預金利子 1
目１ 預金利子 1

項４ 雑入 2
目１ 滞納処分費

目２ 雑入

1
1

歳 入 合 計 742,014

科 目 予算額 説 明

款１ 後期高齢者医療広域連合納付金 740,710
項１ 後期高齢者医療広域連合納付

金

740,710

目１ 後期高齢者医療広域連合

納付金

740,710

款２ 諸支出金 1,301
項１ 償還金及び還付加算金 1,300

目１ 保険料還付金

目２ 還付加算金

1,200
100

項２ 諸支出金 1
目１ 一般会計繰出金 1

款３ 予備費 3
項１ 予備費 3

目１ 予備費 3

歳 出 合 計 742,014
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平成３１年度介護保険特別会計予算について

１ 基本方針

第７期介護保険事業計画は、「地域包括ケアシステム強化のための介護保険法等の一部

を改正する法律」の施行による介護保険法等の改正により、地域包括ケアシステムの深化・

推進及び介護保険制度の持続可能性の確保のための取組みを実施していく計画として位置

づけられており、和光市が策定する長寿あんしんプラン（第７期介護保険事業計画・高齢

者保健福祉計画）は、「地域包括ケアシステムの完全機能化による市民の生活の質（ＱＯ

Ｌ）の向上」を基本目標としている。

計画の中間年度となる平成３１年度の和光市介護保険特別会計は、事業計画の基本目標

を踏まえ、第６期計画以前から行っている包括ケアマネジメントの定着と介護予防及び重

症化予防の徹底を図り、在宅介護と医療の連携をさらに強化していく。また、増加する認

知症高齢者の、全ての状態に対応するようなサービス提供基盤の整備を進める等、第７期

事業計画を着実に推進することを念頭に予算を編成した。

平成３１年度における新規事業

地域密着型サービスの整備

平成３１年度は南エリアにおいて３つの整備を予定している。一つ目は南第二

地域包括支援センターの整備。二つ目は、集合住宅に対応した介護予防拠点の整

備。三つ目は、平成３０年度に廃止となった定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所に代わる新たな事業所の整備である。

歳出（平成３１年度の事業計画）

平成３１年度予算の歳出のうち、保険給付費である施設サービス費、居宅サービス

費及び地域密着型サービス費については、第７期介護保険事業計画において推計した

給付費の伸び率に、直近の給付実績を考慮し、必要量から供給量を推計し計上した。

また、平成３０年度から、新たに新設された保険者機能強化推進交付金を活用し事

業を運営していくとともに、地域支援事業については、介護予防・日常生活支援総合

事業を引き続き実施し、包括的支援事業としては、地域ケア会議の充実、認知症施策

の推進、各日常生活圏域に生活支援コーディネーターを配置するための経費を計上し、
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生活支援サービス体制の整備を図っている。

歳入

歳入の構成は、保険給付費に充当される介護保険料、国・県支出金、支払基金交付

金及び基金繰入金、また総務費等に充当される一般会計繰入金で構成されている。

歳入の２５．３％を占める介護保険料については、第７期基準月額４，５９８円を

基礎とし、被保険者数（１５，０１２人、対前年３１２人増）が２．１％増加するこ

とにより、保険料収入は３．２％増加することを見込み、予算計上している。

また、歳入の５５．４％を占める国・県・支払基金からの負担金については、歳出

に連動する形で各種サービス給付及び事業に要する費用の見込額に、それぞれの負担

割合を乗じて計上している。

この他、保険給付費、各種事業費及び事務費等に充当するため、歳入予算の１９．

２％にあたる一般会計及び介護給付費準備基金からの繰入金を計上し、予算全体を調

製した。

２ 予算規模

歳入歳出総額 ３６億２３２万６千円

（対前年度比 ８,５１８万９千円、２．４％の増）
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一般状況

科 目 予 算 額 説 明

１ 第一号被保険者数

２ 高齢化率

３ 保険料基準額

年間平均 １４，６８６人

（対前年比 １３６人 ０．９％の増）

前期高齢者数（６５～７４歳）

７，６９８人

（対前年比 △１２６人 １．６％の減）

後期高齢者数（７５歳以上）

６，９８８人

（対前年比 ２６２人 ３．９％の増）

１７．６％

（前年と同率）

４，５９８円

(前年と同額)
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歳 入 （単位：千円）

科 目 予 算 額 説 明

１ 介護保険料

２ 国庫支出金

３ 支払基金交付金

４ 県支出金

６ 繰入金

一般会計繰入金

基金繰入金

９１２，１１６

６６３，７３３

８７７，１３１

４５５，９３２

６９３，１４３

６５６，８９６

３６，２４７

現年度分特別徴収保険料 ８０６，５００

現年度分普通徴収保険料 １０２，２７８

滞納繰越分普通徴収保険料 ３，３３８

介護給付費負担金 ５８０，５４４

調整交付金 ３５，７９８

地域支援事業交付金 ４７，３９０

保険者機能強化推進交付金 １

介護給付費交付金 ８３７，４８２

地域支援事業支援交付金 ３９，６４９

介護給付費負担金 ４２７，５３５

地域支援事業交付金 ２７，３６６

介護保険事業費補助金 １，０２９

財政安定化基金支出金 ２

介護給付費繰入金 ３８７，７２４

事務費繰入金等 ２１６，２２４

低所得者軽減負担金繰入金 ６，９５３

その他一般会計繰入金 １８，６２９

地域支援事業繰入金 ２７，３６６

介護給付費準備基金繰入金 ３６，２４７
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歳 出 （単位：千円）

科 目 予 算 額 説 明

１ 総務費

２ 保険給付費

介護等サービス諸費

介護予防サービス等諸

費

その他諸費

高額介護等サービス諸

費

特定入所者介護サービ

ス等費

３ 財政安定化基金拠出

金

２１６，２２４

３，１０１，７８８

２，８８７，７４８

４７，５９８

２，１１３

１００，４９１

６３，８３８

２

一般管理費 ４１，８２０

連合会負担金 １１

賦課徴収費 ４，２９５

介護認定審査会費 １３，４２１

認定調査業務 １８，６６６

運営協議会費 ３６６

地域包括支援センター事業費

１３７，４６６

趣旨普及費 １７９

居宅サービス系の実給付費

２，１５５，３２９

施設サービス系の実給付費

７３２，４１９

介護予防サービス費他 ４７，５９８

審査支払手数料 ２，１１２

その他 １

高額介護等サービス費 １００，４４１

高額介護予防サービス費 ５０

特定入所者介護サービス費他

６３，８３８

科目設定 ２
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科 目 予 算 額 説 明

４ 市町村特別給付費

５ 地域支援事業費

６ 利用者負担額軽減制

度事業費

７ 保健福祉事業費

７３，１４４

１９３，６５７

１，３７２

１４，４３５

紙おむつ等サービス費 ３９，４３６

地域送迎サービス費 ２１，１０５

食の自立・栄養改善サービス費 １２，６０３

介護予防・日常生活支援総合事業費

１４６，８５０

包括的支援事業・任意事業費

４６，８０７

利用者負担額軽減制度事業費 １，３７２

介護予防スクリーニング事業 ４，８４０

健康増進・介護者リフレッシュ ４，３０３

地域介護予防 ２８０

介護予防強化サービス事業 ５，０１２
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平成３１年度和光都市計画事業

和光市駅北口土地区画整理事業特別会計予算について

１ 基本方針

和光市駅北口土地区画整理事業は、道路、公園等の公共施設の整備改善及び宅地の利用

の増進を図ることを目的とし、駅南口と併せた中心市街地として、計画的な市街地形成、

交通の円滑化、安全で快適な居住空間の確保など、災害に強い住み良いまちづくりを目指

す都市基盤整備事業である。

平成３１年度の予算編成は、前年度に引続き街路築造及び宅地造成等工事を実施するた

め工事請負費、建物移転に伴う移転補償費及び損失補償費等を計上している。

また、計画的な事業推進を目指し次年度施工予定箇所の建物移転等補償調査業務、工事

実施設計業務等及び駅北口駅前広場周辺の高度利用化の進捗による事業計画書・換地設計

変更等の作成業務の委託料を含め予算編成をした。

２ 予算規模

歳入歳出総額 １０億２，３５２万３千円

（対前年度比 １億１,３５９万９千円 １２．５％の増）
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　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 国 庫 支 出 金 142,000 89,650 52,350 58.4

２ 繰 入 金 495,421 411,072 84,349 20.5

3 繰 越 金 1 1 0 0.0

４ 諸 収 入 1 1 0 0.0

５ 市 債 386,100 409,200 △ 23,100 △ 5.6

1,023,523 909,924 113,599 12.5

　　（単位:千円・％）

本年度予算 前年度予算 比較増減額 対前年度比％

１ 区 画 整 理 総 務 費 88,661 87,018 1,643 1.9

２ 区 画 整 理 事 業 費 934,362 822,406 111,956 13.6

３ 予 備 費 500 500 0 0.0

1,023,523 909,924 113,599 12.5

歳 入

款

歳 入 合 計

歳 出

款

歳 出 合 計
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平成３１年度水道事業会計の主な予算内容

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １,５４１,３６８千円

事業費 １,３２２,７０７千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

１,３７２,５１３

１６８,７５５

１００

総給水量 ９,３８９,０００

総有収水量 ９,０８９,０００

有収率 ９６．８％

・給水収益 １,１３０,４８５千円

・受託工事収益 ５,３１３千円

・配水管工事負担金 ４９,９１０千円

・加入金 １３５,６３２千円

・下水道使用料徴収事務受託料 ４８,６３５千円

・長期前受金戻入 １６２,０９８千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

１,３１０,０２５

７,０８２

６００

５,０００

・県水受水費 ４４３,６３８千円

・動力費 ５５,２６６千円

・浄水場運転管理等委託料 ５３,５２５千円

・量水器満期交換 １５,２３４千円

・水道料金等徴収等委託料 ９３,４５３千円

・貸倒引当金繰入額 １,０５６千円

・減価償却費 ３７６,８３９千円

・固定資産除却費 ５９７千円

・企業債利息 ７,０８０千円
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２ 資本的収入及び支出

資本的収入 ３,６８４千円

資本的支出 ５９１,５３３千円

※ 主要な建設改良事業

南浄水場第１・２配水池改修事業（２ヵ年継続事業） １５５,２５０千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

負 担 金 ３,６８４ ・一般会計負担金 ３,６８４千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建設改良費

企業債償還金

予 備 費

５４８,３５６

３８,１７７

５,０００

・給配水管布設費 ２７３,１３０千円

・浄水場施設改良費 ２４５,３４０千円

・企業債償還金 ３８,１７７千円
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平成３１年度下水道事業会計の主な予算内容

１ 収益的収入及び支出

事業収益 １,１９０,８２８千円

事業費 １,０７２,５６６千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

９４０,８５６

２４９,９５７

１５

有収水量 ８,７５１,０００㎥

・下水道使用料 ６６３,４４１千円

・他会計負担金 ２７７,１６３千円

・指定工事店等手数料等 ２５２千円

・預金利息 ４千円

・他会計補助金 ７５,８３６千円

・長期前受金戻入 １７０,０６４千円

・下水道施設占用料等 ４,０５３千円

・過年度損益修正益 １５千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

予 備 費

９７７,６８３

８９,５８３

３００

５,０００

・施設維持関係委託(雨水) ２０,９６０千円

(汚水) ３４,３１６千円

・施設維持等修繕 （雨水） ４,９８３千円

（汚水） ３３,６７１千円

・下水道使用料算定及び徴収事務委託

４８,６３５千円

・荒川右岸流域下水道事業維持管理負担金等

２９１,２４８千円

・貸倒引当金繰入額 ６９６千円

・減価償却費 ４７２,０４０千円

・下水道事業債利子償還金 ６６,２０６千円

・消費税及び地方消費税 ２２,８８２千円

・過年度損益修正損 ３００千円
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２ 資本的収入及び支出

資本的収入 ４１０,５７５千円

資本的支出 ８２９,７２０千円

※ 主要な建設改良事業

越戸川第１号雨水幹線整備工事(２カ年継続事業) ２２０,０００千円

総合地震対策業務委託 ４１,０４１千円

中央分区枝線工事（市道４７６号線） ４８,７１９千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

企 業 債

補 助 金

他会計補助金

負 担 金

貸付金償還金

２７２,１００

１１３,０００

１４,５５６

１０,７９９

１２０

・建設改良費等企業債 ２７２,１００千円

・国庫補助金 １１３,０００千円

・他会計補助金 １４,５５６千円

・工事負担金 １０,７９９千円

項 目 予 算 額 （ 千 円 ） 主 な 内 容

建設改良費

企業債償還金

貸 付 金

予 備 費

４３９,１０６

３８５,３１４

３００

５,０００

・工事請負費(雨水) ２２５,７３０千円

(汚水) ９６,２８６千円

・委託料 (雨水) ４,３２０千円

(汚水) ４２,１２１千円

・荒川右岸流域下水道事業建設負担金

２４,７３６千円

・下水道事業債元金償還金 ３８５,３１４千円

・水洗便所改造資金貸付金 ３００千円
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